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２０２３ 春 闘 要 求 書

１．基本賃金の改善

(1) 賃金水準を維持・改善すること。

(2) 一層の賃金格差を是正すること。

(3) 必要経験年数を短縮すること。

(4) 昇給延伸者に対する完全復元ならびに実損回復措置を講ずること。

(5) 人事評価制度の充実を図ること。また，人事評価の運用にあたっては，首期ごとに管理

職面談を必ず実施するなど，公正性・公平性を確保し，差別的な取り扱いをしないこと。

(6) 障がいを有する職員の人事評価を国の通知内容等を踏まえ運用するなど，適正に実施す

ること。

(7) 人事評価制度の苦情処理・苦情相談体制を国のマニュアル等を参考に整備・運用するこ

と。また，企業局および病院局内に直接相談できる窓口等を整備すること。

(8) 財政状況の悪化や新型コロナ禍に便乗した給与等の独自削減は行わないこと。

２．諸手当の改善

(1) 通勤手当は，全額実費支給とし，非課税とすること。また，交通用具使用者の手当を実

態に見合った額に改善すること。

(2) 時間外手当を 100分の 150（深夜勤務手当は 100分の 200），休日勤務手当は 100分の

200とし，夜勤勤務手当は 100分の50に支給率の改善を図ること。最低でも，労働基準法

改正に伴う水準以上（月60時間を超える部分は 100分の150）とすること。

(3) 寒冷地手当については，冬期間の寒冷積雪による燃料費等生計費を補填する手当である

ことから，現行の支給地区分を維持し，増額すること。また，非課税とすること。

(4) 期末・勤勉手当の級別加算の加算率・対象級を改善すること。

３．初任給の改善

(1) 中途採用者の初任給決定にあたっては，経験年数換算10割を基本に最低８割以上とし，

調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすること。また，初任給格付けの上限制度を

廃止すること。制度改正にあたっては，在職者調整を行うこと。

(2) 年齢別最低保障賃金を標準入職者40歳時点の９割以上を最低として引き上げること。

４．人事政策

(1) 職員数の見直しについては，各種制度改正や市の施策への対応などを踏まえ，各職場の

実態を適正に把握したうえで検討すること。また，年度途中における欠員等に備え，弾力

的な職員数の確保に努めること。

(2) 職員の新規採用については，民間における弾力的な採用日程などを参考に柔軟に採用時

期を設定するとともに，採用試験のあり方の見直しを検討すること。

(3) 正規職員で必要とする専門職は，欠員とならないように確保すること。

(4) 若年層における離職対策を労使で検討すること。

５．労働時間の短縮

(1) 年間の総労働時間を 1,800時間の実現に向けて実効ある施策を講ずること。

(2) 時間外勤務の縮減に努めるとともに，時間外手当は完全支給すること。また，定期的に
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時間外勤務（サービス残業含む）の実態を調査し，その改善に向けて取り組むとともに，

必要な人員を確保すること。

(3) 時間外労働の縮減のため，毎週１回のノー残業デーをさらに徹底するなど，定時退庁を

促進すること。

(4) 始業・終業時間や休日労働の正確な実態を把握するため，厚生労働省のガイドラインに

基づき勤務時間の適正な把握・管理を行うこと。

(5) 時間外労働の上限（１月45時間，１年360時間）を適切に運用し，長時間労働の是正を

図ること。

６．休暇制度の充実

(1) 職員が年次休暇を計画的に取得できるよう一層取り組むこと。

(2) 病院職場における年次休暇の取得促進のために，必要な人員配置や予算措置など諸条件

を整備すること。

(3) 通年で取得可能なリフレッシュ休暇の新設を検討すること。

７．両立支援のための休暇等の新設・充実

(1) 次世代育成支援対策推進法を踏まえ，自治体においては事業主として，両立支援策に関

わる「行動計画」の着実な実施を図ること。

(2) 子の看護休暇の取得期間を少なくとも小学校卒業までに拡大すること。また，会計年度

任用職員の取得を有給とすること。

(3) 育児休業を有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象で制度化すること。

(4) 育児のための短時間勤務制度について，対象職員の範囲の拡大を検討すること。

(5) 男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。また，引き続

き，国の通知等を踏まえて，職員が希望する期間の承認を請求できるよう支援すること。

(6) 介護休暇を有給・選択制・現職復帰・代替の確保で制度化すること。

(7) 家族看護休暇を新設すること。

(8) 小学校卒業までの子に新型コロナワクチンを接種する際には，その同伴者についての休

暇制度を検討すること。

８．女性労働者の労働条件の充実

(1) 産前産後休暇を産前８週間（多胎14週），産後13週間で制度化を図ること。また，代替

え職員を完全に配置すること。

(2) 母子保健法に基づく保健指導や健康診査を，回数ではなく１日単位の通院休暇として制

度化すること。また，妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化を図ること。

９．労働環境・労働安全衛生の充実

(1) クールビズ期間を少なくとも夏季休暇取得可能期間に合わせること。また，個別の期間

設定を問わず職員が主体的に判断するナチュラル・ビズ・スタイルへの移行を検討するこ

と。

(2) 職場の安全衛生管理体制の充実を図るため，職場安全衛生委員会を定期開催すること。

(3) 職員の健康管理体制の充実を図ること。特に，受診率の向上と受診後の健康管理，指導

・教育などへの方策を行うこと。

(4) メンタルヘルス不調の早期発見や未然防止にとどまらず，相談窓口の充実や職場復帰支

援プログラムの策定など，職員に寄り添ったメンタルヘルス対策を講じること。
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(5) あらゆるハラスメントを防止させるため,管理監督者，労働者の双方に「研修・教育」

を実施し，啓発活動を行うなど，総合的な対策を講ずること。

10．高齢者の雇用対策・定年延長制度の運用

(1) 働く意欲のある定年退職者の雇用を確保すること。

(2) 高齢になっても働き続けられる職場環境の整備に向け，職種・職場実態に応じて60歳超

職員の知識，技術，経験等を活かす職務内容・配置等について検討すること。特に，加齢

にともなう体力の低下などにより，従前と同じように業務を遂行することが難しい職種に

ついては，年金受給開始までの雇用継続を大前提として，どのような職務，働き方，配置

であれば65歳まで働き続けられるのか，職場実態に応じて検討すること。

(3) 定年の段階的引き上げ時でも，中堅層職員の昇格を確保すること。また，組織の活力を

維持するため，引き続き新規採用者を計画的に募集すること。

(4) 「定年前再任用短時間勤務制度」への任用は，あくまで職員が希望した場合に限っての

取り扱いとすること。

(5) 「役職定年制」について，安易に例外措置を定めたり拡大しないこと。また，役職定年

制により降任した職員の職務と配置のしわ寄せにより，他の職員の昇任を遅らせないよう

対応すること。

11．会計年度任用職員のさらなる処遇改善

(1) 会計年度任用職員の給料および報酬については，職務内容に応じ均衡・権衡を図ること

とし，類似する職務の正規（常勤）職員に適用される給料表を使用すること。

(2) 手当については，正規（常勤）職員に支給される手当を支給すること。また，期末手当

は最低でも正規（常勤）職員の現行支給月数を支給することとし，再度の任用の場合は，

在職期間が継続しているものとして期末手当を支給すること。さらに，要件を満たす職員

に対して退職手当を支給すること。

(3) 会計年度任用職員の勤勉手当の支給については，国の動向や取り扱いを踏まえ，適切に

対応し，導入すること。

(4) 会計年度任用職員の正規職員への登用については，優秀な人材の確保の観点からも適切

に運用すること。

(5) 要件を満たす職員について，共済・社会保険および労働保険の加入を確実に行うこと。

また，すべての職員に健康診断を受診させるとともに，正規（常勤）職員との均衡の観点

から厚生福利を適用させること。

12．自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善

(1) 「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金および労働条件の確保と，環境・福祉・公正

労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため，必要な対策を講ずること。

(2) 委託先企業が労働基準法等の法律違反や社会保険等の有資格未加入がある場合には，速

やかに是正のための具体的措置を図ること。そのため，委託先職場の労働条件等を把握す

るとともに，法違反等の是正指導や指導に従わない場合には，委託先から除外するなどの

対応を取ること。

(3) 委託料の積算について，委託先民間労働者の賃金引き上げを市職員と同様とすること。

また，委託契約にあたっては，賃金・労働条件を明確にし，市職員との格差をなくすこと。


